
局 部 課

3 年度

9

10

団地

無

事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

事業開始年度

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

4

事業の概要

実施根拠 マンションの管理の適正化の推進に関する法律

マンションの建替え等の円滑化に関する法律（根拠法令、条例等）

指標名

無 現状値

年度

堺市マンション管理適正化推進計画

Ⅰ．基本情報

無 取組      ―     

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ―

2 関連計画

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

―

―

令和6年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和5年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

―

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

事務事業名 分譲マンション管理・再生促進事業 事業番号 017-031

担当部署名 建築都市 住宅 住宅施策推進

施策― 　―　

   ―   ターゲット

―

― 目標値

平成 13

公民連携・協働事業

点検対象年度 令和 7

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

市内の分譲マンションに対して、管理状況の把握を行い、管理計画認定制度の取得や管理の重要性について啓発する。

また、分譲マンションの建替えを行おうとする管理組合に対して、建替えに至る合意形成に係る費用の一部を補助することにより、マン

ションの建替えを促進し、良好な住環境の形成を図ることを目的とする。

5

市内の全分譲マンション（分譲マンション建替え支援制度は、築25年以上かつ

区分所有者10人以上の分譲マンション）

対象数 単位

約570

件

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

・マンション管理計画認定制度…マンションの管理計画が一定の基準を満たす場合、市から適正な管理計画を有するマ

ンションとして認定を受けることができる。

・分譲マンション管理セミナー・・・管理計画認定制度の取得や管理不全に陥らないように管理の重要性について啓発を

行う。

・分譲マンション専門家派遣事業・・・管理不全の兆候があるマンションへの支援として、モデル的に、マンション管理士を3

年間、現地に派遣し、管理適正化に向けた支援を行う。

・分譲マンション建替え支援制度補助金・・・分譲マンションの建替えを行おうとする管理組合に対して、合意形成の段階

に応じてアドバイザーの活用のために要する費用の一部を補助する。

　・STEP１（補助上限額  50万円）・・・管理組合に建替えの検討を発足させるための合意形成活動へ補助

　・STEP２（補助上限額250万円）・・・建替え推進決議に向けた合意形成活動へ補助

　・STEP３（補助上限額500万円）・・・建替え決議に向けた合意形成活動へ補助

主な支出先（委託・補助金・負担金等） （委託）㈱都市・計画・設計研究所大阪事務所　　（補助金）分譲マンション管理組合

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

本事業（マンション管理計画認定制度、

分譲マンション建替え支援制度補助金）

を活用した団地数

件

目標値 1 2 5 5

当該指標を選定した理由
マンションの管理適正化及び建替えを促進し、良好な住環境の形成を図るため。なお、令和４年度までは分

譲マンション建替え支援制度のみであったが、令和５年度からはマンション管理計画認定制度も含める。

目標値の設定根拠・算出方法 本事業を活用したマンション数

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

点検対象年度

実績値 1 5

達成率 100% 250%

令和4年度 令和5年度 令和6年度

管理組合への事業内容周知

当該指標を選定した理由 事業の周知を行い、本事業を活用した団地数及び相談件数を増やすため

目標値の設定根拠・算出方法 堺市内の分譲マンション数

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 500 500 500

実績値 563

113% 110%

552

達成率



事業コスト ※当初予算には、前年度からの繰越分を含む。

（ ）

14

15

決算

3

分譲マンション管理・再生促進事業 事業番号 017-031

令和6年度　事務事業評価シート（２）

13

項　　　目
令和3年度 令和4年度 令和5年度

事務事業名

財

源

内

訳

国支出金 1,125 56 6,750

令和6年度

Ⅲ．投入量

（単位：千円）

事業費  (a)

0

市債 0

決算

2,500 125 15,000 10,354

1,601

その他

府支出金　

受益者負担金(使用料、手数料等）　

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 4,140 1,765 16,620 11,974

69 8,250 8,753 5,078

人件費  （ｂ） 1,640 1,640 1,620 1,620 4,860

年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

事

業

費

内

訳

項　　　目

予算

決算 0

R6

堺市分譲マンション建替え支援制

度補助金

0 R6 予算

R5 決算 6,798 6,798 R5 決算

R5 決算

事業費

R6 予算 8,000 4,400 R6 予算

R5 決算 3,556 1,955

0

令和4年度

1

R5 決算 R5 決算

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

① 分譲マンション建替え支援制度（本制度を活用した団地数及び相談件数） 件

Ⅳ．事業の効率性

備考（算出についての説明等）

19

R5

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18
補助金を交付する事業段階によって補助上限額が異なるため、一概に効果を検証することは難しいが、STEP1で申請された団地ではSTEP3まで各

年で、補助申請がされていることから、分譲マンションの建替え支援に対し、一定の効果があると考えられる。

マンション建替えについては、管理組合内での合意形成が困難であるが、分譲マンション建替え支援制度補助金を活用したマンションにおいて、現在、

建替えに向けた合意形成活動を進めるなど、補助金を支出したマンションの管理組合で一定の効果を確認できている。

R6 予算 43 24 R6

分譲マンション管理セミナー

（R5までは住宅専門家相談事業）

決算 当初予算 決算

分譲マンション専門家派遣事業

【新規】

R5 決算 0 0 R5 決算

分譲マンション管理状況調査業務

R6 予算 1,188 654 R6 予算

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 1,375

当初予算

4,153

うち

一般財源

0

9,231

14,091

予算

R5

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

単位区　　分

R6 予算

単位当たり経費

17

16

1,765

1,765,000

0

R6 予算 0

令和5年度

4,366

1,455,333


